
１．はじめに

　戦後から高度成長期にかけて原料の輸入や製

品の輸出に便利な臨海部に工業地帯が発達し，

沿岸域の開発が進められてきた。東京港におい

ても，物流機能の強化，工業用地の確保等のた

めに埋め立てが継続的に行われ，現在，数多く

の運河や水路が存在している。かつて工場地域

として限られた人しか出入りできなかった運河

や水路周辺のこれらの場所は，住居や商業区域

として再開発が進められ，都市の中において水

辺に近づくことが可能な場所へと変化してきて

いる。これに伴い，運河域では遊歩道が整備さ

れているほか，海上交通やレクリエーションの

場所として，さらなる利用が期待されている 1）。

　運河域は，多くの人が海に近づくことができ

るため，海域がもたらす生態系サービスを提供

する場所として高いポテンシャルを持っている。

例えば沿岸域に関連する生態系サービスには，

供給（漁業），基盤（水環境，栄養塩循環），調

整（気候，栄養塩循環），文化的（散策，環境学

習，釣り）等がある 2）。

　このような生態系サービスを多く得るために

は，豊かな生態系および良好な環境が求められ

るが，現状における都市部の運河内の水底質環

境は，十分な生態系サービスを提供するにあたっ

ては必ずしも適切な状態ではない。東京港内の

運河では，夏期にはほぼ全域において貧酸素水

塊が発生し 3），生物の生息に大きな影響を与え

ている。生物の生息にとって貧酸素水塊の解消・

改善は非常に有効であるが，その実現には，運
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　計測機器は小型船舶（総トン数：1.8 ton，船

舶の長さ：6.99 m）の舷側に固定した（写真１）。

測量機器とあわせて，調査船の動揺状況を把握

する動揺センサー，船首方向を観測する方位セ

ンサー，船位の決定と誘導のための D-GPS 測位

システム，測深データの音速度補正のためのデー

タ取得を行う水中音速度計を設置した。

　護岸部の測定は，音響測深機と地上レーザを

個別の調査船に設置して行った。これは，陸域

と海域の境界付近のデータの欠測をなるべく少

なくするためである。図 2 に示すように，満潮

時に音響測深機による調査，干潮時に地上レー

ザによる調査を実施することによって，陸域と

海域の境界付近のデータの欠測を極力減らすこ

とができると考えた。　 

　音響測深機を用いた計測は，小型船舶により

約 3 ～ 4 ノットの速度で護岸に沿って測定した。

小型船舶が近寄れない浅海域では，船外機付き

ゴムボートを使用した。地上レーザ計測は，地

上レーザを搭載した小型船舶を約 6 ～ 8 ノット

の速度で護岸との離隔を 10~15 m 程度に維持し

護岸に沿って測定した。 

　浅場面積の算出は，東京港の運河域とした（図

１）。本調査で対象とする浅場は自然に形成され

た浅場であるため，人工海浜，造成干潟等の浅

場の造成を行っている水域（お台場海浜公園，

図 2　観測イメージ．（水中部を満潮時に , 陸上部
を干潮時に計測を行う．丸印部分が潮間帯に
相当する．）

大井ふ頭中央海浜公園，東京港野鳥公園，大森

ふるさとの浜辺公園，城南島海浜公園）は範囲

から除いた。

3. 結果

　測定結果は 3 次元点群画像として表示が可能で

ある（図 3）。表示例では，水深 0 m 付近のデー

タの空白は小さく，海域から陸域までほぼ連続し

た地形を確認することができる。一部において空

白が生じてしまった主な要因は，①調査期間の制

約上，全ての水域において理想的な潮位条件下の

調査ができなかったこと，②調査船が近付けない

ような浅瀬で地形が凸形状になっている箇所があ

り，その背後に音波が届かなかったことが挙げら

れる。しかし，そのデータの空白は相対的に小さ

く，以下の浅場の面積計算には，大きな影響は与

えていなかった。

　対象水域に対して浅場の面積は 7.1 × 105 m2

だった（図 4）。39.5 × 105  m2 の対象水域の面積

に対して，浅場の面積は約 18.0% だった。浅場

と干潟の違いがあるものの，この浅場の面積を東

京湾に存在する干潟の面積と比較すると，多摩川

河口干潟の約 7 割の面積であり，三番瀬干潟の約

5 割に相当した。参考として，東京湾に現存する
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写真 1　計測機器の調査船への設置状況．
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河域外の東京湾を含む広域において長期にわた

る継続的な取り組みが必要であり，局所的・短

期的な取り組みでは貧酸素水塊の解消・改善と

いった水質の向上は困難であると考えられてい

る 3），4）。そこで，現状の水質状況下で，機能す

る自然再生の手法が求められている。

　東京港内の運河域においては，貧酸素水塊が

7 月から 10 月まで継続して底面から水深 -3 m 付

近まで発達するために，水深 -3 m 以下は生物の

生息に適していない 3），4）。そのため，水深 -3 m

よりも浅い水域を生物生息場として保全，また

は再生することが重要であると考えられる。既

往の調査によって，運河域には土砂が堆積して

いる水深の浅い場所が点在しており，その浅場

にはアサリなどのベントスが存在していること

も示されている 5）。これらのことから，効果の

高い自然再生手法として，この砂が自然に溜まっ

て形成された浅場の有効活用が提案されている

4），6）。

　ところが港内および運河内において，環境の

視点から浅場の現存量の把握を実施した例はな

く，港内や運河内のどこにどの程度の浅場が存

在するのか定量的な情報が全くない。航路維持

のための測量は多く実施されているが，潮間帯

を含む浅場は船舶航行等に係わる水域の外側に

ある場合が多く基本的には測量対象外である。 

　そこで本研究では，浅場を活用した運河域の

自然再生のための基礎資料として，潮間帯を含

む陸域から水域までの連続的な地形把握を目指

した詳細な地形情報を計測し，浅場の存在量と

空間的な分布特性を把握すること，および今後

の運河域における浅場の有効活用について検討

することを目的とした。なお，一般的には -5 m

以浅の水域を浅場と呼ぶことが多いが，本研究

では -3 m 以浅を浅場と呼ぶこととする。水深の

基準面は，東京湾平均海面（TP=0.0 m）とした。

2. 地形データ取得方法

　データの取得は東京港の運河域で実施した。

東側の境界は荒川，南側の境界は平和島周辺と

した（図 1）。調査は 2010 年 1 月 5 日から 2 月

22 日まで実施した。

　水中部の測定には，スワス音響測深機（イン

ターフェロメトリ音響測深機）（C3D：Benthos

社製，測深分解能：5.5 cm）を用いた。スワス

音響測深機とは，扇状の音波で面的に測深する

機器の総称であり，マルチビーム音響測深機と

インターフェロメトリ音響測深機に分類される。

今回使用したインターフェロメトリ音響測深機

は時間毎に角度の異なる音波を発信し，水深の

10 倍程度のスワス幅がある。水深が浅い水域で

は，スワス幅の大きさは作業効率に大きな違い

をもたらす。

　陸上部の測定には，船上に設置した地上レー

ザ（LMS-Z420：RIEGL 社製，方位・ピッチ・ロー

ル精度：± 0.01°）を使用して測定した。
図 1　浅場算出対象範囲．
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4. 考察

　東京港内の運河域では -3 m 以浅の浅場が水域

面積に対して約 18.0% を占めていた（図 4）。そ

の面積は約 7.1 × 105 m2 であり，多摩川河口干

潟の約 7 割，三番瀬干潟の約 5 割に相当し，東

京港野鳥公園の 14 個分だった。浅場と干潟で機

能は同じではないので単純な比較はできないが，

東京港内の自然再生に対して十分寄与できる面

積であると考えられる。東京湾全体に対しては，

小さいかもしれないが，現存する東京湾の干潟

面積 16.4 × 106 m2　8）の 4% に相当することを

考えると，貴重な浅場であると考えられる。

　調査域を 400 m のメッシュで区切った場合，

約 8 割のメッシュで浅場割合が 10% を超えてお

り，そのメッシュは対象水域のほぼ全域に渡っ

ていた（図 5）。このことは，浅場が東京港内の

一部に偏在しているのではなく，広域的に存在

していること示す。広域的な浅場の存在は，生

態系ネットワークを効率的に構築できる可能性

を示しており，生物の生息場や生活史を考慮し

た効果的な自然再生につながると考えられる。

　一方で，この広域的な存在は，一つ一つの浅

場の規模の小ささを意味する。この規模の小さ

い浅場が，生物生息場として十分機能するか？，

生態系ネットワークの起点として十分機能する

の浅場の割合が 20% 以上のメッシュは，陸域に

近い側の運河や河口に近い運河に多かった。

　浅場割合が高かった場所について，運河と浅場

の特徴をいくつか紹介する。砂町北運河では，運

河が行き止まりになっており，浅場は奥部の全体

にみられた。朝潮運河では，運河が隅田川河口に

位置しており，浅場は護岸沿いに存在し，干潮時

には干出する場所もあった。新芝運河では，運河

が陸域に近く幅が狭く，浅場は運河の全体に存在

していた。平和島運河では，運河が多摩川河口域

に位置しており，浅場は護岸沿いに存在し，干潮

時には干出する場所もあった。

干潟の面積を表 1 に示す 7）。 

　水深帯毎の内訳は 0 ～ -1 m の水深帯の面積が

2.5%，-1 ～ -2 m，-2 ～ -3 m の水深帯で，それぞ

れ5.6%，10.0%だった。水深別で最も面積が多かっ

たのは，-5 ～ -6 m の水深帯で 28.0% だった。

　調査域を 400 m のメッシュに区切り，各メッ

シュ内の水域面積に対する浅場面積の割合を求

めた。約 8 割のメッシュにおいて，浅場の割合

が 10% を超えていた（図 5）。この浅場の割合が

10% 以上を示すメッシュは，対象水域のほぼ全

域に渡っていた。また，浅場の面積割合が 20%

以上になるメッシュの割合は，約 5 割だった。こ

図 4　全水域に占める水深帯毎の割合

表 1　東京湾の干潟の面積 7)（平成 16 年 3 月時点）

名称 面積
（× 105 m2）

干潟タイプ

盤洲干潟（小櫃川河口） 125.0 河口・前浜
干潟

富津干潟 17.4 前浜干潟

三番瀬※ 13.0 前浜干潟

多摩川河口干潟 9.5 河口干潟

三枚洲※ 6.4 浅場

谷津干潟 4.0 潟湖干潟

稲毛海浜公園 2.4 前浜干潟

海の公園 2.0 前浜干潟

野島海岸 1.0 前浜干潟

東京港野鳥公園 0.5 潟湖干潟

大井ふ頭中央公園海浜
公園

0.1 前浜干潟

※三番瀬は，船橋海浜公園の面積を含む．三枚洲は，葛西臨海公

園の面積を含む．

図 3　3次元点群画像表示例と写真（豊洲運河）.
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ることが周辺住民にも認識されている。

　今回，老朽化した護岸の改修を行うにあたり，

運河の浅場を維持した整備を行うことが町会や

NPO などで組織される運河ルネサンス朝潮地区

の協議会より提案され，浅場の保全が行われた。

通常工法では，護岸前面の土砂は作業のために

除去が必要であり浅場はなくなってしまうが，

既に施工済みの隣接護岸前に除去した土砂を移

動させることで浅場を保全する工夫が行われた。

護岸整備における浅場保全の施工ステップを図

6 に示す。なお，ステップ 4 は，今後も 浅場保

全が物理的に可能であることを示しており，朝

潮地区の協議会からも引き続き同様の施工によ

り，浅場が保全される計画となることが期待さ

れている。このように既存の浅場の土砂を活用

した利点は，生物に対する生息環境が変わらな

いこと，周辺環境に対する影響が小さいこと，

浅場の持続可能性が期待できることである。既

存の浅場の土砂を活用した類似例としては，大

森ふるさとの浜辺公園が挙げられる 9)。

　これまで護岸の老朽化対策等の工事が行われ

ると護岸前面の浅場は除去されてしまうことが

多かった。この理由の一つとして，港湾域の浅

場が生物生息場として貴重であることが広く知

られていないことが考えられる。朝潮運河では，

浅場が生物生息場として重要であるとの地元の

認識が既存浅場の保全につながった。環境学習

やイベントなどを通じて，港湾域にも生き物が

生息していること，浅場が貴重な生息場になっ

ていることが他の地域においても認識されてい

る 10)。都市部の水辺に近づくことができる場所，

または目に触れる機会の多い場所において，こ

のように浅場が生物生息場所として理解されて

いることは，自然とふれあえる場所としての期

待がより高いためではないだろうかと考える。
図 6　護岸整備における浅場保全の施工ステップ．

既存浅場

浅場復元
 

ステップ３：浅場の保全

ステップ２：護岸の築造

ステップ１：浅場の撤去

浅場の土砂の浚渫

H.W.L

L.W.L
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新設護岸

ステップ４
　　：隣接地への展開の可能性

浅場復元

H.W.L

L.W.L
か？等ついては今後検討が必要であると考える。

　質の面に目を向けると，浅場の底質は礫混じ

りの砂，砂，シルト混じりの砂等，存在箇所ご

とに異なっており（写真 2，写真 3），場所に

よっては，ヘドロ状の底質もあった。本調査で

は，底質の調査は行っていないため目視による

評価であるが，現状において，この 7.1 × 105 

m2 の全てが健全な生物生息場として機能してい

る訳ではないと推測している。したがって，こ

の浅場のポテンシャルが十分に発揮するために

は，浅場にもかかわらずヘドロ化している底質

は，生物生息場として機能するように，底質改

良など適切な対策を検討することが必要である

と考える。また，ヘドロではない箇所に対しても，

より一層の生物生息機能を促進させるために微

地形等を施す工夫も有効であると考える。

　管理の視点では，造成干潟・浅場の最も重要

な検討事項の一つは，外力に対する浅場地形の

持続可能性である 8）。これらの浅場は自然に形

成されたものであるので，持続可能性はむしろ

高いと考えられる。この点は，通常の造成干潟・

浅場と比較して，管理の面で非常に高い利点で

ある。

5.　浅場を活用した護岸整備事例

　朝潮運河は，明治から昭和初期にかけて隅田

川の河口に埋め立てられた新佃島，月島，勝ち

どき，および晴海ふ頭の間に位置している。現

在，その周辺は護岸の端部まで住宅が立ち並び

都市化が進んでいる。大正期以前に造られた既

存の石積護岸は老朽化が進んでおり，地震や高

潮に対する対策と合わせた改良が必要とされて

いた。一方で，石積護岸の前面には土砂が堆積

している場所があり（写真 4），これらの浅場が

ハゼの生活場となっていることから，夏から秋

にかけて護岸や船上からハゼ釣りを楽しめる場

所として多くの人でにぎわっている。また，朝

潮地区では，運河等の水域利用とその周辺にお

けるまちづくりが一体となって，地域のにぎわ

いや魅力等を創出することを目的とした「運河

ルネサンス」の取り組みが行われている。ハゼ

釣りや稚魚の放流などのイベントが開催されて

おり，浅場が生物の貴重な生息場所となってい

写真 2　干出した砂質の浅場（京浜運河）

写真 3　干出した泥質の浅場（平和島運河）

写真 4　干出した浅場（朝潮運河）工事前
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Effective utilization of shallow water habitats 
in Port and Harbor Regions

　　　　　Tomonari OKADA, Erina ISERI, Keita FURUKAWA, Masaya ATSUMI

ABSTRACT: We measured the area and distribution of shallows in the port and harbor regions to investigate the 
effect to which these shallows serve as habitats for organisms. The measurements were carried out at the canals 
in Tokyo Port in 2011. We used a wide swath bathymetry system to measure the topography below sea level and 
a laser measurement system to measure the topography above sea level. Shallows (< 3 m depth) covered an area 
of 7.1 × 105 m2, 18.0% of the canals. This area was equal to about 50% of the area of the Sanbanze tidal flat. The 
percentage of water area with a shallow above 10% was about 80% of the total water area. The high percentage 
indicated that the shallows were widely distributed in the canals. The results suggest that we can create a wide-
ranging ecosystem network and sustainable habitat in consideration of the life cycle of organisms in the canals.
KEYWORDS:shallow water, habitat of organisms, bathymetry survey, canal area.

6. おわりに

　本研究では，東京港の運河域の詳細な地形情

報を取得し，浅場の存在量および空間分布の把

握を行った。約 7.1 × 105 m2（三番瀬干潟の 5

割と同じ面積）の浅場が東京港の運河域に広範

囲にわたって存在していた。この浅場は，東京

港内の自然再生に対して十分寄与できる面積で

あると考えられる。また，この浅場は東京港内

の一部に偏在しているのではなく，広域的に存

在しており，生態系ネットワークを効率的に構

築できる可能性を示していた。ただし，浅場に

もかかわらずヘドロ化している底質もみられ，

この浅場のポテンシャルを十分に発揮するため

には，底質改良など適切な対策を検討すること

が必要であると考える。

　今後，運河域の自然再生を図っていく上で，

また，運河域を東京湾全体の自然再生の一つの

核とするためには，運河域の自然再生技術を様々

な観点から総合的に考える必要がある。運河域

は生態系サービスの高いポテンシャルを持つが，

サービスの提供のためには，どのようなニーズ

があり，どのような場所を提供するのか？を考

慮する必要がある。また，沿岸域の生態系サー

ビスの持続可能な使用のために，適切な生物生

息場を効率的，経済的につくる環境技術を向上

させる必要がある。さらに，今後ますます増加

が見込まれる老朽化護岸の改修において，浅場

の活用に加えて，生物共生型護岸 11,12）との組み

合わせも考えられる。どのような生物共生型護

岸をどの場所につくるのか？という適切な空間

配置を行うことが今後必要となる環境技術であ

ると考える。生物の生活史を考慮した生物生息

域の創造が生物の生息環境の改善に不可欠であ

り，個別の環境技術だけではなく様々な環境技

術の組み合わせによって，広域的な生物生息域

をデザインすることが今後の課題と考えている。
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